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被検体 を体側 方 向に屈 曲 させ た状態 において も適切 な撮影範 囲で撮影 す る ことが で きる放射線撮影装置
を提供 す る。本発 明 に よれ ば、連写 され た複 数枚 の X 線透視画像 をつな ぎ合わせ て単一の X 線透視 画像
を生成す るよ うにな ってい る。従 来構成 に よれ ば、体側方 向に屈 曲 した被検体 M を撮影 す ると、被検体
M が F P D 4 の検 出面 4 a よ リ体側 方 向にはみ 出 して しまい、被検体 M の全体像 を撮影 す る ことは困難
で ある。そ こで、本発 明に よれ ば、検 出面 4 a を鉛直方 向に対 して傾 斜 した軌跡 F に沿 って移 動 させ て
被検体 M の X 線透視 画像 を連写す るよ うにな って いる。 したが つて被検体 M の屈 曲 に沿 って X 線透視 画
像が連写 され るので、容 易に屈 曲 した被検体 M の全体像 を撮影す る ことがで きる。



明 細 書

発明の名称 ：放射線撮影装置

技術分野

[0001 ] この発明は、被検体に放射線 を照射することで画像 を取得する放射線撮影

装置に係 り、特 に、側湾症の検査 を行 うことができる放射線撮影装置に関す

る。

背景技術

[0002] 医療機関には、放射線で被検体M の画像 を撮影する放射線撮影装置が備え

られている。 この様な放射線撮影装置 5 1 は、図 1 5 ( a ) に示すように立

位の被検体M を挟む位置に放射線源 5 3 と放射線検出器 5 4 とが設けられて

いる。放射線源 5 3 は、放射線 を照射するものであ り、検査室の床面に沿 つ

た水平方向に放射線 を照射 し、放射線検出器 5 4 は、被検体 M を透過 してき

た放射線 を検出する目的で設けられている （特許文献 1 参照）。

[0003] 放射線検出器 5 4 は、正方形の放射線 を検出する検出面を有 し、その放射

線源 5 3 の発する放射線 ビ一厶 B の中心軸 と検出面 とが直交するように （検

出面を立て掛 けるかのように）配置されている。放射線検出器 5 4 は、支柱

5 に支持されてお り、支柱 5 2 に沿 つて鉛直方向に移動することができる

ようになつている。検出面の大 きさと しては、直立 した被検体M の体側方向

の幅が収 まる程度が通常である。なお、放射線検出器 5 4 の検出面は正方形

に限 られず、長方形であってもよい。

[0004] 実際の検査 において、撮影 しょうとする被検体M の範囲が放射線検出器 5

4 の検出面よりも大 きい場合がある。 このようなときには、放射線検出器 5

4 を鉛直方向に移動させなが ら複数回に亘 つて撮影 を行い、そのとき取得 さ

れる複数の画像 をつなぎ合わせて一つの画像 とする。 この様な撮影方法は、

被検体M の胴体部分を撮影 したい場合によ く用い られる。

先行技術文献

特許文献



[0005] 特許文献 1 ：実用新案登録第 3 8 9 0 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0006] しか しなが ら、従来の放射線撮影装置によれば、次のような問題点がある

すなわち、従来の放射線撮影装置によれば、側湾症の検査に不向きである

。側湾症 とは、背骨が被検体M の体側方向に歪む症状を言 う。側湾症を診断

するには、図 1 5 ( b ) のように被検体M を体側方向に屈曲させて撮影を行

ラ。

[0007] このように、被検体M を屈曲させた状態で背骨の様子を観察 しょうとする

と、撮影 しょうとする被検体M の範囲 （撮影対象範囲）が放射線検出器 5 4

の検出面よりも大きくなるので、放射線検出器 5 4 を鉛直方向に移動させな

が ら取得される複数の画像をつなぎ合わせて単一の画像を生成する必要があ

る。 しか し、従来装置によれば、放射線検出器 5 4 は、鉛直方向に しか移動

しない。被検体M は、体側方向 （水平方向）に屈曲 しているのであるか ら、

被検体M の胴体は、鉛直方向に伸びておらず、被検体M の胴体の伸びる方向

と、放射線検出器 5 4 との移動の方向が一致 しない。従 って、被検体M の胴

体の一部が放射線撮影装置 5 の撮影視野か らはみ出 して しまう。

[0008] つまり放射線撮影装置 5 1 は、図 1 5 ( b ) に示すように、放射線検出器

5 4 の幅 1 よりも撮影範囲を広 くすることができないので、屈曲 した被検

体M の胴体が幅W 1 か らはみ出 している部分の幅W 2 については、撮影する

ことができない。従来の構成によれば、幅W 2 に被検体M が存 しているにも

関わ らず、 この幅W 2 に属する被検体M の部分を撮影することができない。

[0009] 本発明は、 この様な事情に鑑みてなされたものであって、その目的は、被

検体を体側方向に屈曲させた状態においても適切な撮影範囲で撮影すること

ができる放射線撮影装置を提供することにある。

課題を解決するための手段

[001 0] 本発明は上述の課題を解決するために次のような構成をとる。



すなわち、本発明に係る放射線撮影装置は、放射線を照射する放射線源 と

、放射線を検出する検出面を有する放射線検出手段 と、放射線検出手段を支

持する鉛直方向に伸びた支柱 と、 （A ) 支柱を放射線源から放射線検出手

段に向かう方向と直交する水平方向に移動させる支柱移動手段 と、 （B )

支柱移動手段を制御する支柱移動制御手段 と、放射線検出手段を支柱に対 し

て鉛直方向に移動させる検出器鉛直移動手段 と、検出器鉛直移動手段を制御

する検出器鉛直移動制御手段 と、放射線検出手段が出力する検出データを基

に、画像を生成する画像生成手段 と、連写された複数枚の画像をつなぎ合わ

せて単一の画像を生成するつなぎ合わせ手段 とを備え、検出面は、鉛直方向

、および水平方向のなす平面に沿って配置されており、支柱移動制御手段が

支柱を水平方向に移動させるとともに検出器鉛直移動手段が放射線検出手段

を鉛直方向に移動させることにより、検出面を鉛直方向に対 して傾斜 した軌

跡に沿って移動させて画像を連写することを特徴 とするものである。

[001 1] [ 作用 効果] 本発明によれば、連写された複数枚の画像をつなぎ合わせ

て単一の画像を生成できるようになつている。 これにより、撮影範囲が一度

の撮影では放射線検出手段の検出面に入 りきれない場合であっても、被検体

の透視画像を取得することができる。 しか し、従来構成によれば、側湾症の

検査を行おうとして、体側方向に屈曲 した被検体を撮影すると、被検体が放

射線検出手段の検出面より体側方向にはみ出 して しまい、被検体の全体像を

撮影することは困難である。そこで、本発明によれば、検出面を鉛直方向に

対 して傾斜 した軌跡に沿って移動させて被検体の透視画像を連写するように

なっている。 したがって被検体の屈曲に沿つて透視画像が連写されるので、

容易に屈曲 した被検体の全体像を撮影することができる。

[001 2 ] また、本発明に係る放射線撮影装置における （A 1 ) 支柱を放射線源から

放射線検出手段に向かう方向と直交する水平方向に移動させる支柱移動手段

に代えて、 （A 2 ) 放射線源から放射線検出手段に向かう方向と直交する水

平方向に放射線検出手段を支柱に対 して移動させる検出器水平移動手段を設

けるように してもよい。 この態様の変更により、上述の （B 1 ) 支柱移動手



段を制御する支柱移動制御手段は、 （B 2 ) 検出器水平移動手段を制御する

検出器水平移動制御手段に代えられる。すなわち、放射線検出手段の水平方

向の移動は、放射線検出手段を支持する支柱が水平方向に移動することによ

つて実現 しても良い し、放射線検出手段を支柱に対 して水平方向に移動する

ことによって実現 しても良い。

[001 3] また、上述の放射線撮影装置において、術者の指示を入力させる入力手段

を更に備え、画像の連写時における検出面の移動する軌跡は、術者が矩形状

の撮影範囲における対角線上の 2 頂点を指定することにより設定されればよ

り望ましい。

[0014] [ 作用 効果] 上述の構成は、本発明の一態様を示 している。すなわち、

術者が矩形状の撮影範囲における対角線上の 2 頂点を指定することにより、

検出面の移動する軌跡が決定される。これにより、術者の思惑通 りに放射線

検出手段の検出面が移動することになり、より検査が容易な放射線撮影装置

が提供できる。

[001 5] また、上述の放射線撮影装置において、放射線源が照射する放射線をコリ

メ一 卜してコーン状の放射線 ビ一厶とするコリメ一タを更に備え、放射線検

出手段の検出面が存する平面におけるコーン状の放射線 ビームの水平方向の

幅は、検出面の水平方向の幅と、画像の連写の間に検出面が水平方向に移動

する移動幅との和と一致 していればより望ましい。

[001 6] [ 作用 効果] 上述の構成は、本発明の一態様を示 している。すなわち、

放射線検出手段の検出面が存する平面におけるコーン状の放射線 ビームの水

平方向の幅は、検出面の水平方向の幅と、画像の連写の間に検出面が水平方

向に移動する移動幅との和と一致 している。つまり、放射線 ビームの水平方

向の幅は、移動する検出面の全域を確実にカバ一する。この様に構成するこ

とにより、放射線源を水平方向に移動させずに透視画像の連写を行うことが

できる。いいかえれば、放射線源が放射線を照射する焦点が不動のまま連写

が行われるのである。従って、各透視画像に写 り込む被検体の像は、共通の

照射焦点によって撮影されたものであり、各透視画像は、共通の画像のゆが



み方で撮影 されたもの とな っている。 これ らをつな ぎ合わせれば、 つな ぎ合

わせ部分で段差 が生 じず、理想 的な画像 のつな ぎ合わせが実現 で きる。

[001 7] また、上述の放射線撮影装置 において、放射線源 を放射線検 出手段 か ら見

て水平方向に移動 させ る放射線源移動手段 と、放射線源移動手段 を制御 する

放射線源移動制御手段 とを更 に備 え、放射線源 と放射線検 出手段 との水平方

向における相対的な位置関係 が一定 となるように支柱 の水平方向の移動 に合

わせて放射線源 が水平方向に移動 されて画像 が連写 されればよ り望 ま しい。

[001 8] [ 作 用 効果 ] 上述の構成 は、放射線源 が放射線 を照射する焦点 を水平方

向に移動 させなが ら連写が行われ る構成 についての態様 を示 している。 この

様 な構成 とすると、放射線源 と放射線検 出手段 との水平方向における相対的

な位置関係 が一定 とな っているので、 いずれの撮影 においても放射線 ビーム

の中心軸 を放射線検 出手段 の検 出面の中心 に位置 させ ることがで きる。 した

が って、 中心部分の歪みが少ない透視画像 が取得 で きる。

[001 9] また、上述の放射線撮影装置 において、放射線源 が照射する放射線 をコ リ

メ一 卜して コー ン状 の放射線 ビ一厶 とするコ リメ一タを更 に備 え、放射線検

出手段 の検 出面が存 する平面 におけるコー ン状 の放射線 ビームの水平方向の

幅 は、検 出面の水平方向の幅 と一致 していればよ り望 ま しい。

[0020] [ 作 用 効果 ] 上述の構成 は、放射線源 が放射線 を照射する焦点 を水平方

向に移動 させなが ら連写が行われ る構成 についての態様 を示 している。放射

線検 出手段 の検 出面が存 する平面 におけるコー ン状 の放射線 ビームの水平方

向の幅 は、検 出面の水平方向の幅 と一致するようにすれば、検 出面の水平方

向か ら放射線 ビームがはみ出 して被検体 に照射 され ることがない。 したが つ

て、被検体の被曝 を極 力抑制 することがで きる放射線撮影装置が提供 で きる

発明の効果

[0021 ] 本発 明によれば、連写 された複数枚 の画像 をつな ぎ合わせて単一の画像 を

生成 で きるようにな つている。従来構成 によれば、側湾症 の検査 を行 お うと

して、体側方向に屈曲 した被検体 を撮影 すると、被検体が放射線検 出手段 の



検 出面 よ り体側方向にはみ出 して しまい、被検体の全体像 を撮影することは

困難である。 そこで、本発明によれば、検 出面 を鉛直方向に対 して傾斜 した

軌跡 に沿 って移動 させて被検体の透視画像 を連写するようにな っている。 し

たが つて被検体の屈曲に沿 って透視画像が連写 されるので、容易に屈曲 した

被検体の全体像 を撮影することがで きる。

図面の簡単な説明

[ 図 1] 実施例 1 に係 る X 線撮影装置の構成 を説明する機能 プロック図である。

[ 図2 ] 実施例 1 に係 るコ リメータの構成 を説明する斜視図である。

[ 図3 ] 実施例 1 に係 る X 線管の傾斜 について説明する模式図である。

[ 図4 ] 実施例 1 に係 る X 線撮影装置の動作 を説明する フ 口一 チ ヤ一 卜である。

[ 図 5 ] 実施例 1 に係 る直立撮影 における F P D の移動 を説明する模式図である

[ 図 6 ] 実施例 1 に係 る屈曲撮影 に先立 ってされる始点 終点の指定方法 を説明

する模式図である。

[ 図7 ] 実施例 1 に係 る屈曲撮影 に先立 ってされる始点 終点の指定方法 を説明

する模式図である。

[ 図8 ] 実施例 1 に係 る屈曲撮影 における F P D の移動 を説明する模式図である

[ 図 9 ] 実施例 1 に係 る屈曲撮影 における X 線 ビームの照射範囲を説明する模式

図である。

[ 図 10 ] 実施例 1 に係 る屈曲撮影 における 3 回の撮影 によ り取得 される X 線透

視画像 を説明する模式図である。

[ 図 11] 実施例 1 に係 るつな ぎ合わせ られた X 線透視画像 を説明する模式図で

ある。

[ 図 12 ] 実施例 2 に係 る屈曲撮影 における X 線管の移動 を説明する模式図であ

る。

[ 図 13 ] 実施例 2 に係 る屈曲撮影 における X 線 ビー ム の照射範囲を説明する模

式図である。



[ 図14]本発明に係る 1変形例を説明する機能プロック図である。

[ 図15] 従来構成のX 線撮影装置の構成を説明する模式図である。

発明を実施するための形態

[0023] 以降、本発明を実施するための最良の形態について説明する。

実施例 1
[0024] 以降、本発明の実施例を説明する。実施例におけるX 線は、本発明の放射

線に相当する。また、 F D P は、フラット パネル ディテクタの略である

[0025] < X 線撮影装置の全体構成>

まず、実施例 1 に係るX 線撮影装置 1 の構成について説明する。X 線撮影

装置 1 は、立位の被検体Mの撮影を行うように構成されており、図 1 に示す

ように、床面から鉛直方向 V に伸びた支柱 2 と、X 線を照射するX 線管 3 と

、支柱 2 に支持されるF P D 4 と、鉛直方向 V に伸びるとともに天井に支持

されている懸垂支持体 7 を有 している。懸垂支持体 7 は、X 線管 3 を懸垂支

持するものである。

[0026] F P D 4 は、支柱 2 に対 し鉛直方向 V にスライ ドすることができる。また

、懸垂支持体 7 は、鉛直方向 V に伸縮自在となっており、懸垂支持体 7 の伸

縮に伴ってX 線管 3 の鉛直方向 V における位置が変更される。 F P D 4 の支

柱 2 に対する鉛直方向 V の移動は、両者 2 ，4 の間に設けられた F P D鉛直

移動機構 1 5 により実行される。これは、 F P D鉛直移動制御部 1 6 により

制御される。

[0027] 支柱 2 の移動について説明する。支柱 2 は、X 線管 3 からF P D 4 に向か

う方向に伸びるとともに検査室の床面に固定されたレ一ル 2 a の上に移動可

能に配置されており、支柱移動機構 1 7 は、支柱 2 をX 線管 3 からF P D 4

に向かう方向に直交する水平方向 s に移動させる。支柱移動制御部 1 8 は、

これを制御する目的で設けられている。

[0028] X 線管 3 の移動について説明する。X 線管 3 は、懸垂支持体 7 に設けられ

たX 線管移動機構 1 1 により行われる。X 線管移動制御部 1 2 は、X 線管移



動機構 1 1 を制御する目的で設けられている。 X 線管 3 は、 X 線管移動機構

1 1 により （1 ) 鉛直方向 v ， ( 2 ) F P D 4 に対する接近 離反方向、 （

3 ) X 線管 3 か らF P D 4 に向かう方向と直交する水平方向 s (図 1 におけ

る紙面貫通方向、被検体M の体側方向）に移動する。 X 線管 3 が鉛直方向 V

に移動する場合、懸垂支持体 7 は、伸縮することになる。

[0029] F P D 4 は、 X 線 を検出する検出面 4 a (図 1 参照）を有 している。検出

面 4 a は、鉛直方向 V に起立 してX 線撮影装置 1 に配置されている。 これに

より、起立 した被検体M を効率的に撮影できるようになつている。検出面 4

a は、 X 線管 3 の X 線照射 口に面するように配置されている。いいかえれば

、検出面 4 a は、水平方向 s ，鉛直方向 V の 2 方向がなす平面に沿 って配置

されている。 また、検出面 4 a は、矩形 となってお り、 1 辺が水平方向 s に

、その 1 辺 と直交する他の 1 辺が鉛直方向 V に一致 している。

[0030] X 線 グ リッ ド5 は、 F P D 4 の検出面 4 a を覆 うように設けられている。

このX 線 ダ リッ ド5 は、縦方向に細長状の吸収箔が水平方向 s に配列されて

いる。被検体M の中で散乱 して進行方向が乱されたX 線は、 この吸収箔に入

射 して吸収 され、 F P D 4 に届 くことがない。 この様 にすることで、被検体

M の投影像の取得の邪魔 となる散乱 X 線の影響が除去されて鮮明なX 線透視

画像が取得できるようになつている。

[0031 ] X 線管制御部 6 は、 X 線管 3 の管電圧、管電流や X 線の照射時間を制御す

るものである。 X 線管制御部 6 は、所定の管電流 管電圧 パルス幅で放射

線 を出力するようにX 線管 3 を制御する。管電流等のパラメ一タは、記憶部

2 4 に記憶 されている。

[0032] X 線撮影装置 1 に設けられるコ リメ一タ 3 a について説明する。 コ リメ一

タ 3 a は、 X 線管 3 に付設されてお り、 X 線管 3 か ら照射されるX 線 をコ リ

メ一 卜して、 4 角錐形状 （コーン状）のX 線 ビーム B とするものである。

[0033] このコ リメ一タ 3 a の詳細について説明する。 コ リメ一タ 3 a は、図 2 に

示すように、中心軸 C を基準 と して鏡像対称 に移動する 1 対の リーフ 3 b を

有 し、同 じく中心軸 C を基準 と して鏡像対称 に移動するもう 1 対の リーフ 3



b を備えている。このコリメ一タ3 a は、 リーフ3 b を移動させることで、

F P D 4 が有する検出面 4 a の全面にコーン状のX 線 ビーム B を照射させる

こともできれば、たとえば、 F P D 4 の中心部分だけにファン状のX 線 ビ一

厶 B を照射させることもできる。なお、中心軸C は、X 線 ビーム B の中心を

示す軸ともなつている。なお、 リーフ3 b の対の一方は、 4 角錐形状となつ

ているX 線 ビームの鉛直方向 V の広がりを調整するものであり、もう一方の

リーフ3 b の対は、X 線 ビームの水平方向 s の広がりを調整するものである

。コリメ一タ3 a の開度の変更は、コリメ一タ移動機構 1 5 が行う。コリメ

—タ制御部 1 6 は、コリメ一タ移動機構 1 5 を制御するものである。

[0034] また、コリメ一タ3 a を鏡像対称に移動させる構成とせずに、一対のリ一

フ3 b が独立に移動する構成としてもよい。このような単動型のコリメ一タ

3 a の場合、X 線焦点を鉛直方向、水平方向に移動させずに、コリメータ3

a の リーフ3 b を独立に移動させるだけでX 線 ビームの照射位置を自由に変

更できる。なお、この場合、X 線管 3 の焦点は移動せず、X 線管 3 の傾斜が

後述のX 線傾斜機構 1 3 によって変更されながらX 線 ビームの照射位置が変

更されることになる。

[0035] X 線管 3 の傾斜について説明する。X 線管 3 は、X 線 ビーム B の中心軸C

が検査室の床面と水平となっている状態 [ 図 3 ( a ) 参照] から、鉛直上側

に傾斜されることもできれば [ 図 3 ( b ) 参照] 、中心軸C が鉛直下向側に

傾斜させることもできる [ 図 3 ( c ) 参照] 。この様なX 線管 3 の傾斜は、

X 線管傾斜機構 1 3 が行う。X 線管傾斜制御部 1 4 は、これを制御する目的

で設けられている （図 1参照）。

[0036] 可視光源 1 9 は、X 線管 3 に付設 して設けられている （図 1参照）。可視

光源 1 9 から照射された可視光線は、コリメ一タ3 a でコリメ一 卜された後

、 F P D 4 の検出面 4 a 側に向かう。検査においては、被検体MをX 線管 3

とF P D 4 との間に介在させて、まずは可視光源 1 9 を用いて可視光線を照

射 した後、コリメ一タ3 a の リーフ3 b を動かさない状態でX 線管 3 を用い

てX 線を照射する。このときの可視光源 1 9 で照らされる被検体Mの部分と



、X 線管 3 から照射されるX 線が被検体Mに入射する部分とは一致する。こ

のように、X 線照射の前に被検体Mに可視光線を照射することで、被検体M

のどの部分にX 線が照射されるのかが判別できるようになつている。

[0037] 位置 開度算出部 2 0 は、可視光線の照射によって設定された被検体Mの

領域を撮影できるようにコリメ一タ3 a の開度、X 線管 3 の位置、X 線管 3

の傾斜角度、 F P D 4 の位置を算出する。各制御部 1 2 ， 1 4 ， 1 6 ， 1 8

は、位置 開度算出部 2 0 の算出結果を用いて各機構を制御する。

[0038] 画像生成部 2 1 は、 F P D 4 から出力された検出データを組み立てて、被

検体Mの投影像が写りこんでいるX 線透視画像を生成する。つなぎ合わせ部

2 2 は、被検体Mの写り込んでいる位置の異なる複数のX 線透視画像をつな

ぎ合わせて単一の画像とするものである。例えば、被検体Mの胸部、腹部、

腰部のそれぞれが写り込んでいる3 枚のX 線透視画像が連写により撮影され

たとすると、つなぎ合わせ部 2 2 は、これらの 3 枚のX 線透視画像をつなぎ

合わせて縦長の単一の画像を生成する。つなぎ合わされた画像はX 線透視画

像は、表示部 2 6 に表示される。

[0039] 操作卓 2 7 は、術者の各指示を入力させる目的で設けられており、記憶部

2 4 は、X 線管 3 の制御情報、X 線管 3 の位置情報、コリメ一タ3 a の開度

、X 線管 3 の傾斜情報、 F P D 4 の鉛直方向 V の位置情報、および支柱の水

平方向 s の位置情報などのX 線撮影に用いられる各種/ 《ラメ一夕の一切を記

憶する。なお、X 線撮影装置 1 は、図 1 に示すように、各部 6 ， 1 2 ， 1 4

， 1 6 ， 1 8 ， 2 0 ， 2 1， 2 2 ， 2 4 を統括的に制御する主制御部 2 5 を

備えている。この主制御部 2 5 は、C P U によって構成され、種々のプログ

ラムを実行することにより、各部を実現 している。また、上述の各部は、そ

れらを担当する演算装置に分割されて実行されてもよい。

[0040] < X 線撮影装置の動作>

次に、X 線撮影装置 1 の動作について説明する。具体的には、発明の特徴

を最も効果的に表す目的で、側湾症の検査を例にとって説明する。側湾症の

検査は、被検体Mを直立させた状態で撮影を行い、続いて被検体Mを水平方



向 s に屈曲させた状態で撮影 を行 う。 より具体的には、 まず、図 4 に示すよ

うに、被検体M をX 線管 3 と F P D 4 との間に直立させた状態で被検体M の

X 線透視画像 を取得する （直立撮影ステ ップS 1 ) 。 そ して、被検体M に屈

曲するように指示を与え （被検体屈曲ステ ップS 2 ) ，撮影 を行いたい範囲

を設定するべ く始点 と終点を設定する （始点 終点設定ステ ップS 3 ) 。続

いて、撮影 を行 う際のコ リメ一タ 3 a の開度 と、各部材 2 ， 3 ， 4 の位置が

算出され （開度 位置算出ステ ップS 4 ) ， この算出された位置を基に実際

の屈曲撮影が開始される （屈曲撮影ステ ップS 5 ) 。以降、 これ らの各ステ

ップについて順 を追 って説明する。

[0041 ] < 直立撮影ステ ツプS >

まず、被検体M をX 線管 3 と F P D 4 との間に直立 して起立させる。直立

撮影は、被検体M の背骨を撮影する必要があるので、撮影 を行いたい範囲が

F P D 4 の検出面 4 a に収 まりきれない。そこで、実際のX 線撮影は、被検

体M の撮影 を上側、中央、下側の 3 回分に分けて行われる。

[0042] 術者が操作卓 2 7 を通 じて撮影開始の指示を行 うと、図 5 に示すように、

F P D 4 が鉛直上向きに移動 して、図 5 の実線の位置で停止する。 と同時に

、 X 線管 3 は、上向きに傾斜 して実線の位置で停止する。 この状態でX 線撮

影が行われ、被検体M の胸部のX 線透視画像が取得 される。そ して、 F P D

4 は、鉛直下向きに移動 して図 5 の破線の位置で停止する。 と同時に、 X 線

管 3 は、下向きに傾斜 して破線の位置で停止する。 この状態で再び X 線撮影

が行われ、被検体M の腹部のX 線透視画像が取得 される。

[0043] その後、 F P D 4 は、鉛直下向きに移動 して図 5 の一点鎖線の位置で停止

する。 と同時に、 X 線管 3 は、下向きに傾斜 して一点鎖線の位置で停止する

。 この状態で撮影が行われ、被検体M の腰部のX 線透視画像が取得 される。

[0044] 取得 された 3 枚の X 線透視画像は、つなぎ合わせ部 2 2 に送出され、背骨

が写 り込んだ縦長の単一の画像が取得 される。つなぎ合わせ部 2 2 の具体的

な構成は、後述のものとする。

[0045] X 線管 3 が傾斜 される意味について説明する。 X 線管 3 を傾斜 させるとX



線管 3 が回転することになる。ここで注目すべきは、その回転中心は、X 線

管 3 が有するX 線照射の焦点 f となっていることである。細長状の画像を複

数回に分けて撮影 しょうとする場合、X 線照射の焦点を一致させて撮影を行

えば、X 線透視画像を理想的につなぎ合わせることができる。

[0046] X 線管 3 が傾斜されることによりX 線透視画像を理想的につなぎ合わせら

れる点は、実施例の構成において重要となる。そこで、焦点 f を一致させた

撮影方法と、X 線透視画像つなぎ合わせとの関係について説明する。例えば

、図 5 における領域 R 1 は、 1 回目の撮影と、 2 回目の撮影との両方で撮影

される、いわゆる画像つなぎ合わせののりしろ部である。この領域 R 1 の撮

影するにあたり、いずれの撮影においても、図 5 の B 1 で示すX 線 ビームが

F P D 4 に入射 して撮影されたものとなる。いずれの撮影においても共通の

焦点 f から発 したX 線が領域 R に到達 した結果、 R の部分が撮影されて

いるからである。

[0047] X 線 ビームは焦点 f を中心に放射状に広がるので、これを被検体Mに投影

して得 られた像はゆがむ。具体的には、被検体MにX 線が斜めに入射するほ

ど、ゆがみが顕著になる。図 5 のように焦点 f を共通させて撮影を行えば、

1 回目、 2 回目いずれのX 線透視画像においても、領域 R 1 は、共通のX 線

ビ一厶 B で撮影されたものとなる。従って、領域 R は、両X 線透視画像

で同 じゆがみ方をしているので、両X 線透視画像をつなぎ合わせると、つな

ぎ目で段差が生 じたりせずに自然に結合される。

[0048] この様な関係は、 2 回目の撮影と3 回目の撮影とで重複する部分である領

域 R 2 についても同様である。いずれの撮影においても共通の焦点 f から発

したX 線が領域 R に到達 した結果、 R の部分が撮影されているからであ

る。

[0049] < 被検体屈曲ステップS 2 ，始点 終点設定ステップS 3 >

次に、術者は、図 6 に示すように、被検体Mに体軸方向に屈曲するように

指示を与える （被検体屈曲ステップS 2 ) 。そして、術者は、操作卓 2 7 を

通 じて、可視光源 1 9 をオンさせ、屈曲 している被検体Mに可視光線を照射



する。 この可視光線は、 X 線 ビームの幅を決めるコ リメ一タ 3 a によりコ リ

メ一 卜されているので、術者は、可視光により被検体 M が照 らされる部分を

観察することで X 線の照射領域 をX 線撮影の前 に知ることができる。

[0050] そ して、術者は、図 6 に示す撮影対象範囲 R を決定する。撮影対象範囲 R

は、被検体が屈曲 した状態で行われる屈曲撮影時の X 線撮影時において X 線

が照射される範囲を表 してお り、撮影対象範囲 R における被検体 M の水平方

向 s の幅は、図 6 の点線で示す F P D 4 の検出面 4 a の幅よりも広 くなつて

いる。 また、撮影対象範囲 R における被検体 M の体軸方向の幅も同様 に、検

出面 4 a の幅よりも広 くなつている。

[0051 ] 術者 は、始点 S と終点 E とを指定することにより撮影対象範囲 R の位置を

X 線撮影装置 1 に認識 させる。始点 S と終点 E は、長方形 となっている撮影

対象範囲 R の対角線上の 2 頂点 となってお り、実施例 1 の説明においては、

始点 S は終点 巳よりも鉛直上向きに位置 しているものとする。 この始点 S

終点 E の指定により3 回の X 線撮影の間に検出面 4 a が移動する軌跡が設定

され、 F P D 4 の鉛直方向 V の移動範囲、および支柱 2 の水平方向 s の移動

範囲を決定することになる。

[0052] 始点 S 終点 E の具体的な設定方法 と しては、術者が可視光線 を被検体 M

に照射させなが らX 線管 3 を鉛直方向 v ，および水平方向 s ，体軸方向に移

動させておいて、 X 線撮影 を行 うときの X 線管 3 の位置を決定する。そ して

、 コ リメ一タ 3 a を調節することで、図 7 ( a ) に示すように、可視光線で

被検体 M が照 らされる範囲 R a の 1 頂点が撮影対象範囲 R の始点 S となるよ

うに範囲 R a の調節が行われる。 このとき、範囲 R a の高さ H は、 F P D 4

の鉛直方向 V の高さと一致 していることが望 ま しい。 より厳密には、可視光

線は放射状 に広がるので、仮に可視光線が被検体 M を透過 して F P D 4 の検

出面 4 a まで到達 したとすると、可視光線 ビームは、検出面 4 a を鉛直方向

V にはみ出さないように照 らすように設定されることがより望 ま しい。術者

は、範囲 R a を始点 S に一致させた段階で、操作卓 2 7 を操作 し、始点 S を

X 線撮影装置 1 に登録 させる。



[0053] 次に、X 線管 3 の位置を変更させず して、X 線管 3 を傾斜させることによ

り、範囲R a を左下に移動させて、図 7 ( b ) に示すように、可視光線で被

検体Mが照らされる範囲R a の 1頂点が撮影対象範囲Rの終点 E となるよう

に範囲R a の調節が行われる。術者は、範囲R a を終点 E に一致させた段階

で、操作卓 2 7 を操作 し、終点 E をX 線撮影装置 1 に登録させる。始点S，

終点 E を登録 したときのコリメ一タ3 a の開度、X 線管 3 の傾斜角度、およ

びX 線管 3 の焦点の位置のそれぞれは、コリメータ制御部 1 6 ，X 線管傾斜

制御部 1 4 ，X 線管移動制御部 1 2 から送出され、記憶部 2 4 に記憶される

。これにより、始点 終点設定ステツプS 3 は終了となる。

[0054] 始点 終点設定ステツプS 3 の別な態様として、X 線管 3 を被検体Mから

十分に離すことにより、始点S と終点 E とを一度に登録するようにしてもよ

い [ 図 7 ( c ) 参照] 。この場合、X 線を照射する撮影対象範囲R と可視光

線が照らしている範囲R a とが一致する。始点 終点設定ステツプS 3 の後

、X 線管 3 を F P D 4 に対 して接近させて実際のX 線撮影が行われることに

なる。

[0055] < 開度 位置算出ステップS 4 >

図 7 ( c ) のように、可視光線によるX 線照射範囲決定時のX 線管 3 の位

置と、X 線照射時のX 線管 3 の位置とが異なっている場合、X 線撮影を行う

場合のコリメ一タ3 a の開度、およびX 線管 3 の傾斜角度は、同一ではない

。そこで、X 線撮影に先立って、この様な幾何学的な撮影条件を予め決定 し

ておく必要がある。実施例 1 に係るX 線撮影装置 1 においては、X 線管 3 の

位置 ' 傾斜角度、およびコリメ一タ3 a の開度は、位置 開度算出部 2 0 に

より算出される。撮影対象範囲Rは、 F P D 4 よりも広い範囲であるので一

度に撮影することができない。そこで、実際のX 線撮影は、撮影対象範囲R

の撮影を上側、中央、下側の 3 回分に分けて行われる。位置 開度算出部 2

0 は、このX 線撮影 3 回分について幾何学的な算出を行う。

[0056] 位置 開度算出部 2 0 には、始点S 終点 E の登録時におけるX 線管 3 の

X 線照射の焦点の位置、コリメ一タ3 a の開度、およびX 線管 3 の傾斜角度



が送出される。位置 開度算出部 2 0 は、 X 線照射の焦点に対する始点 S

終点 E の位置をコ リメ一タ 3 a の開度、および X 線管 3 の傾斜角度 より幾何

学的な計算により求める。

[0057] そ して、位置 開度算出部 2 0 は、焦点の位置がX 線照射時の位置 となつ

たときに、始点 S を含んだ撮影対象範囲 R の上側部分にX 線が照射されるよ

うに適切なコ リメータ 3 a の開度 とX 線管 3 の傾斜角度 とを決定する。位置

開度算出部 2 0 が算出に用いるX 線照射時の焦点の位置は、予め設定され

た値 を記憶部 2 4 より読み出 して使用 してもよい し、術者 に指定させるよう

に してもよい。

[0058] 続 いて、位置 開度算出部 2 0 は、焦点の位置がX 線照射時の位置 となつ

たときに、撮影対象範囲 R の鉛直方向の中央部分にX 線が照射されるように

適切なコ リメ一タ 3 a の開度 とX 線管 3 の傾斜角度 とを決定する。その後、

位置 開度算出部 2 0 は、焦点の位置がX 線照射時の位置 となったときに、

撮影対象範囲 R の鉛直方向の終点 E を含んだ撮影対象範囲 R の下側部分にX

線が照射されるように適切なコ リメ一タ 3 a の開度 とX 線管 3 の傾斜角度 と

を決定する。位置 開度算出部 2 0 の開度、傾斜角度の決定は、 まず傾斜角

度 を決めてか ら開度 を決めてもよい し、その逆の順番で決めてもよい。

[0059] 始点 S 終点 E の登録が、図 7 ( a ) ，図 7 ( b ) のように して決定され

た場合は、撮影対象範囲 R の上側領域 と下側領域の撮影 については、始点 S

終点 E の決定時 と同 じ幾何学的条件を使用することができる。 したがって

、 この場合、位置 開度算出部 2 0 は、撮影対象範囲 R の鉛直方向の中央部

分にX 線が照射される撮影 についてのみ幾何学的条件を算出すればよい。

[0060] この様 に して、位置 開度算出部 2 0 は、 X 線撮影 3 回分の開度、傾斜角

度の算出を行 う。 このとき求め られた各パラメータは記憶部 2 4 で記憶 され

る。 また、位置 開度算出部 2 0 は、 X 線管 3 の位置に関する撮影条件だけ

でな く、支柱 2 の位置も 3 回分の撮影 について算出する。 この支柱 2 の位置

の算出については後述のものとする。

[0061 ] いずれの場合においても、支柱 2 の移動範囲は、始点 終点 E の水平方



向 s の距離とF P D 4 の水平方向 s の幅とによって決定され、 F P D 4 の移

動範囲は、始点S 終点 E の鉛直方向 V の距離とF P D 4 の鉛直方向 V の高

さによって決定される。

[0062] < 屈曲撮影ステップS 5 >

術者が、操作卓 2 7 を通 じて、屈曲 した被検体Mの撮影を行うようにX 線

撮影装置 1 に指示を行うと、X 線撮影装置 1 は、記憶部 2 4 に記憶されたX

線管 3 の位置 ' 傾斜角度、およびコリメ一タ3 a の開度を読み出して、 3 回

のX 線撮影を行う。この各撮影は、 F P D 4 が鉛直方向、および、水平方向

s に移動させながら行われる。すなわち、図 8 ( a ) が 1 回目のX 線撮影時

における検出面 4 a の位置を示 しており、この時点で、検出面 4 a の 1頂点

と始点S とが一致 し、検出面 4 a の全域が撮影対象範囲Rに含まれている。

図 8 ( b ) が 2 回目のX 線撮影時における検出面 4 a の位置を示 しており、

この時点で、検出面 4 a が鉛直方向 V および水平方向 s について、撮影対象

範囲Rの中央に位置 している。そして、図 8 ( c ) が 3 回目のX 線撮影時に

おける検出面 4 a の位置を示 しており、この時点で、検出面 4 a の 1頂点と

終点 E とが一致 し、検出面 4 a の全域が撮影対象範囲Rに含まれている。 1

回目、 2 回目のX 線撮影時における検出面 4 a の位置は、鉛直方向 V に一部

オーバ一ラップしており、 2 回目、 3 回目のX 線撮影時における検出面 4 a

の位置は、鉛直方向 V に一部オーバ一ラップしている。

[0063] この様な F P D 4 の移動は、支柱 2 が水平方向 s に移動することで実現さ

れる。位置 開度算出部 2 0 は、前ステップにおいて、始点S と終点 E の位

置から3 回の撮影時におけるF P D 4 の位置を算出しており、これが記憶部

2 4 に記憶されている。支柱移動制御部 1 8 は、撮影の度に検出面 4 a が図

8 に示す位置となるように支柱 2 を水平方向 s に移動させる。このように、

実施例 1 のX 線撮影装置 1 は、支柱 2 を水平方向 s に移動させるとともにF

P D 4 を鉛直方向 V に移動させることにより、 F P D 4 の検出面 4 a を鉛直

方向 V に対 して傾斜 した軌跡 F (図 8 参照）に沿って移動させてX 線透視画

像を連写する。なお、この軌跡 F は、 F P D 4 が有する検出面の初期位置に



おける中点と最終位置における中点とを結んだ鉛直方向 V に対 して傾斜 した

直線となっている。

[0064] また、各撮影においては、各 1 回ずつX 線が照射される。この各撮影時に

おけるX 線の照射の範囲について説明する。 3 回のX 線撮影におけるX 線の

照射は、照射範囲を鉛直方向 V に移動させながら行われる。すなわち、図 9

( a ) における矩形状の領域 R b が 1 回目のX 線撮影時におけるX 線の照射

範囲を示 しており、この時点で、領域 R b の鉛直上側の端と始点S とが一致

している。図 9 ( b ) における矩形状の領域 R b が 2 回目のX 線撮影時にお

けるX 線の照射範囲を示 しており、この時点で、領域 R b は、鉛直方向 V に

ついて、撮影対象範囲Rの中央に位置 している。そして、図 9 ( c ) におけ

る矩形状の領域 R b が 3 回目のX 線撮影時におけるX 線の照射範囲を示 して

おり、この時点で、領域 R b の鉛直下側の端と終点 E とが一致 している。ま

た、いずれの撮影においても、領域 R b の水平方向 s の幅は同方向における

撮影対象範囲Rの幅と一致 している。 1 回目、 2 回目のX 線撮影時における

領域 R b の位置は、鉛直方向 V に一部オーバ一ラップしており、 2 回目、 3

回目のX 線撮影時における領域 R b の位置は、鉛直方向 V に一部才一バーラ

ップしている。 しかも、いずれの撮影においても、X 線管 3 のX 線照射の焦

点は一致 している。

[0065] 検出面 4 a とX 線 ビームの広がりについて説明する。撮影対象範囲Rの水

平方向 s の幅は、図 8 ( c ) を参照すれば分かるように、検出面 4 a の水平

方向 s の幅 S 1 と、X 線透視画像の連写の間に検出面 4 a が水平方向 s に移

動する移動幅 S 2 との和となっている。一方、X 線 ビームの水平方向 s の広

がりは、図 9 を参照すれば分かるように、撮影対象範囲Rの水平方向 s の幅

となっている。 したがって、幅 S 1 と移動幅 S 2 との和は、検出面 4 a が存

する平面におけるコーン状のX 線 ビームの水平方向 s の幅と一致する。

[0066] 各撮影の度に、 F P D 4 は、被検体Mを透過 してきたX 線を検出し、検出

データを画像生成部 2 に送出する。この様にして取得されたX 線透視画像

は、例えば、 1 回目の撮影においては図 1 0 ( a ) に示すように被検体Mの



頭部 ' 胸部が写り込み、 2 回目の撮影においては図 1 0 ( b ) に示すように

被検体Mの腹部が写り込み、 3 回目の撮影においては図 1 0 ( c ) に示すよ

うに被検体Mの腰部が写り込んでいる。各X 線透視画像は、つなぎ合わせ部

2 に送出される。

[0067] つなぎ合わせ部 2 2 では、各X 線透視画像のオーバ一ラップ部分を重ね合

わせて各X 線透視画像をつなぎ合わせ、図 1 1 に示すような単一の画像を生

成する。つなぎ合わせ部 2 2 の具体的な構成としては、位置 開度算出部 2

0 が幾何学演算により算出した各X 線透視画像の位置情報を画像生成部 2

が各X 線透視画像に関連させてつなぎ合わせ部 2 2 に送出し、これを基につ

なぎ合わせ部 2 が各X 線透視画像を重ね合わせるように構成 してもよいし

、つなぎ合わせ部 2 2 が画像解析により、各X 線透視画像の同一部分を抽出

し、この同一部分を重ね合わせるように各X 線透視画像をつなぎ合わせるよ

うに構成 してもよい。なお、直立撮影ステップS 1 におけるつなぎ合わせ部

2 の動作も上述と同様である。つなぎ合わせられた単一のX 線透視画像が

表示部 2 6 に表示されて検査は終了となる。

[0068] 以上のように、実施例 1 によれば、連写された複数枚のX 線透視画像をつ

なぎ合わせて単一のX 線透視画像を生成できるようになつている。これによ

り、撮影対象範囲Rが一度の撮影では F P D 4 の検出面 4 a に入りきれない

場合であっても、被検体MのX 線透視画像を取得することができる。 しか し

、従来構成によれば、側湾症の検査を行おうとして、体側方向に屈曲 した被

検体Mを撮影すると、被検体Mが F P D 4 の検出面 4 a より水平方向 s には

み出して しまい、被検体Mの全体像を撮影することは困難である。そこで、

実施例 1 によれば、検出面 4 a を鉛直方向 V に対 して傾斜 した軌跡 F に沿つ

て移動させて被検体MのX 線透視画像を連写するようになっている。 したが

つて被検体Mの屈曲に沿つてX 線透視画像が連写されるので、容易に屈曲 し

た被検体Mの全体像を撮影することができる。

[0069] また、実施例 1 の構成は、術者が矩形状の撮影対象範囲Rにおける対角線

上の 2 頂点である始点S 終点 E を指定することにより、検出面 4 a の移動



する軌跡 F が決定される。 これにより、術者の思惑通 りに F P D 4 の検出面

4 a が移動することにな り、 より検査が容易な X 線撮影装置が提供できる。

[0070] そ して、 F P D 4 の検出面 4 a が存する平面におけるコーン状の X 線 ビ一

厶の水平方向 s の幅は、検出面 4 a の水平方向 s の幅 と、 X 線透視画像の連

写の間に検出面 4 a が水平方向 s に移動する移動幅 との和 と一致 している。

つまり、 X 線 ビームの水平方向 s の幅は、移動する検出面 4 a の全域 を確実

にカバ一する。 この様 に構成することにより、 X 線管 3 を水平方向 s に移動

させずにX 線透視画像の連写を行 うことができる。いいかえれば、 X 線管 3

が X 線 を照射する焦点が不動のまま連写が行われるのである。従 って、各 X

線透視画像 に写 り込む被検体M の像は、共通の照射焦点によつて撮影 された

ものであ り、各 X 線透視画像は、共通の X 線透視画像のゆがみ方で撮影 され

たものとなっている。 これ らをつなぎ合わせれば、つなぎ合わせ部分で段差

が生 じず、理想的な X 線透視画像のつなぎ合わせが実現できる。

実施例 2

[0071 ] 次 に、実施例 2 の構成 について説明する。実施例 2 の X 線撮影装置 1 の全

体構成は実施例 1 のものと同様であるので説明を省略する。実施例 2 独 自の

点は、 3 回の X 線撮影中にX 線管 3 が水平方向 s に移動することにある。一

方、 X 線撮影中、 X 線管 3 は鉛直方向 V には移動 しない。

[0072] 実施例 2 に係 るX 線管 3 の移動について具体的に説明する。図 1 2 は、被

検体 M が撮影 されている様子を鉛直方向 V か ら見下 ろ した時の概念図である

。図 1 2 の実線は、 1 回目の撮影時における各部材 2 ， 3 ， 4 の位置を表 し

てお り、図 1 2 の破線は、 2 回目の撮影時における各部材 2 ， 3 ， 4 の位置

を表 している。そ して、図 1 2 の一点鎖線は、 3 回目の撮影時における各部

材 2 ， 3 ， 4 の位置を表 している。 このように、実施例 2 の構成 によれば、

F P D 4 の移動に追従 して、 X 線管 3 が水平方向 s に移動する。具体的には

、 X 線管 3 と F P D 4 との水平方向 s における相対的な位置関係が一定 とな

るように支柱 2 の移動に合わせて X 線管 3 が水平方向 s に移動される。

[0073] 実施例 2 の屈曲撮影 に係 る 3 回の撮影 において、それぞれの X 線の照射の



範囲について説明する。すなわち、 3 回のX 線撮影におけるX 線の照射は、

照射範囲を鉛直方向 V に移動させながら行われる。すなわち、図 1 3 ( a )

〜図 1 3 ( c ) に示すように、各X 線撮影におけるX 線が照射される矩形状

の領域 R 2 は、図 8 で示 した検出面 4 a の位置と一致 している。また、 1 回

目、 2 回目のX 線撮影時における領域 R 2 の位置は、鉛直方向 V に一部才一

バ一ラップしており、 2 回目、 3 回目のX 線撮影時における領域 R 2 の位置

は、鉛直方向 V に一部オーバ一ラップしている。

[0074] このように、実施例 2 の構成によれば、支柱 2 の水平方向 s の移動に合わ

せてX 線管 3 が水平方向 s に移動されてX 線透視画像が連写される。

[0075] 検出面 4 a とX 線 ビームの広がりについて説明する。図 1 3 ，図 8 に示す

ように、領域 R 2 は、検出面 4 a に一致するのであるから、検出面 4 a が存

する平面におけるコーン状のX 線 ビームの水平方向 s の幅は、検出面 4 a の

水平方向 s の幅と一致 している。

[0076] 以上のように、実施例 2 の構成によれば、X 線管 3 がX 線を照射する焦点

を水平方向 s に移動させながら連写が行われる。この様な構成とすると、X

線管 3 とF P D 4 との水平方向 s における相対的な位置関係が一定となって

いるので、いずれの撮影においてもX 線 ビームの中心軸をF P D 4 の検出面

4 a の中心に位置させることができる。 したがって、中心部分の歪みが少な

いX 線透視画像が取得できる。

[0077] また、実施例 2 の構成は、X 線管 3 がX 線を照射する焦点を水平方向 s に

移動させながら連写が行われる。 F P D 4 の検出面 4 a が存する平面におけ

るコーン状のX 線 ビームの水平方向 s の幅は、検出面 4 a の水平方向 s の幅

と一致するようにすれば、検出面 4 a の水平方向 s からX 線 ビームがはみ出

して被検体Mに照射されることがない。 したがって、被検体Mの被曝を極力

抑制することができるX 線撮影装置が提供できる。

[0078] 本発明は、上述の各実施例の構成に限られず、下記のように変形実施する

ことができる。

[0079] ( ) 各実施例におけるF P D 4 の水平移動は、 F P D 4 を支持する支柱



2 が水平方向に移動することで実現 していたが、 この構成 に代えて F P D 4

が支柱 2 に対 して平行移動することで F P D 4 の水平移動を実現 しても良い

。 この変形例 によれば支柱 2 は、必ず しも水平移動できな くてもよいので、

図 1 における支柱移動機構 1 7 および支柱移動制御部 1 8 は必要 とはされな

し、。本変形例の構成は、図 1 4 に示すように、 F P D鉛直移動機構 1 5 およ

び F P D鉛直移動制御部 1 6 に加えて、支柱 2 に対する F P D 4 の位置を水

平方向に変更する F P D 水平移動機構 1 7 a とこれを制御する F P D 水平移

動制御部 1 8 a とが備え られている。

[0080] ( 2 ) 上述 した各実施例は、医用の装置であつたが、本発明は、工業用や

、原子力用の装置に適用することもできる。

[0081 ] ( 3 ) 上述 した各実施例のいうX 線は、本発明における放射線の一例であ

る。 したがって、本発明は、 X 線以外の放射線 にも適応できる。

[0082] ( 4 ) 上述 した各実施例 においては、天板 を有 さない構成 となっていたが

、本発明はこの構成 に限 られない。天板 を有する仰臥位の被検体M を撮影す

る放射線撮影装置に適応 してもよい。

産業上の利用可能性

[0083] 本発明は医用の放射線撮影装置に適 している。

符号の説明

[0084] F 軌跡

支柱

3 X 線管 （放射線源）

4 F P D (放射線検出手段）

4 a 検出面

1 5 F P D鉛直移動機構 （検出器鉛直移動手段）

1 6 F P D鉛直移動制御部 （検出器鉛直移動制御手段）

支柱移動機構 （支柱移動手段）

1 8 支柱移動制御部 （支柱移動制御手段）

画像生成部 （画像生成手段）



つな ぎ合わせ部 （つな ぎ合わせ手段 )

操作卓 （入力手段）



請求の範囲

[ 請求項 1] 放射線 を照射する放射線源 と、

放射線 を検 出する検 出面 を有する放射線検 出手段 と、

前記放射線検 出手段 を支持する鉛直方向に伸びた支柱 と、

( A ) 前記支柱 を前記放射線源か ら前記放射線検 出手段 に向か う

方向 と直交する水平方向に移動 させる支柱移動手段 と、

( B ) 前記支柱移動手段 を制御する支柱移動制御手段 と、

前記放射線検 出手段 を前記支柱 に対 して鉛直方向に移動 させる検 出

器鉛直移動手段 と、

前記検 出器鉛直移動手段 を制御する検 出器鉛直移動制御手段 と、

前記放射線検 出手段が出力する検 出データを基 に、画像 を生成する

画像生成手段 と、

連写 された複数枚の画像 をつな ぎ合わせて単一の画像 を生成するつ

な ぎ合わせ手段 とを備 え、

前記検 出面は、鉛直方向、 および前記水平方向のなす平面 に沿 って

配置 されてお り、

前記支柱移動制御手段が前記支柱 を前記水平方向に移動 させるとと

もに前記検 出器鉛直移動手段が前記放射線検 出手段 を鉛直方向に移動

させることによ り、前記検 出面 を鉛直方向に対 して傾斜 した軌跡 に沿

つて移動 させて画像 を連写することを特徴 とする放射線撮影装置。

[ 請求項 2 ] 請求項 1 に記載の放射線撮影装置 において、

術者の指示 を入力させる入力手段 を更に備 え、

画像の連写時における前記検 出面の移動する軌跡 は、術者が矩形状

の撮影範囲における対角線上の 2 頂点を指定することによ り設定され

ることを特徴 とする放射線撮影装置。

[ 請求項3] 請求項 1 または請求項 2 に記載の放射線撮影装置 において、

前記放射線源が照射する放射線 をコ リメ一 卜してコー ン状の放射線

ビーム とするコ リメ一タを更に備 え、



前記放射線検 出手段の前記検 出面が存する平面 におけるコー ン状の

放射線 ビームの水平方向の幅は、前記検 出面の水平方向の幅 と、画像

の連写の間に前記検 出面が水平方向に移動する移動幅 との和 と一致 し

ていることを特徴 とする放射線撮影装置。

[ 請求項4] 請求項 1 または請求項 2 に記載の放射線撮影装置 において、

前記放射線源 を前記水平方向に移動 させる放射線源移動手段 と、

前記放射線源移動手段 を制御する放射線源移動制御手段 とを更に備

え、

前記放射線源 と前記放射線検 出手段 との前記水平方向における相対

的な位置関係が一定 となるように前記支柱の水平方向の移動 に合わせ

て前記放射線源が水平方向に移動 されて画像が連写 されることを特徴

とする放射線撮影装置。

[ 請求項 5] 請求項 4 に記載の放射線撮影装置 において、

前記放射線源が照射する放射線 をコ リメ一 卜してコー ン状の放射線

ビーム とするコ リメ一タを更に備 え、

前記放射線検 出手段の前記検 出面が存する平面 におけるコー ン状の

放射線 ビームの水平方向の幅は、前記検 出面の水平方向の幅 と一致 し

ていることを特徴 とする放射線撮影装置。

[ 請求項 6] 放射線 を照射する放射線源 と、

放射線 を検 出する検 出面 を有する放射線検 出手段 と、

前記放射線検 出手段 を支持する鉛直方向に伸びた支柱 と、

( A 2 ) 前記放射線源か ら前記放射線検 出手段 に向か う方向 と直交

する水平方向に前記放射線検 出手段 を前記支柱 に対 して移動 させる検

出器水平移動手段 と、

( B 2 ) 前記検 出器水平移動手段 を制御する検 出器水平移動制御手

段 と、

前記放射線検 出手段 を前記支柱 に対 して鉛直方向に移動 させる検 出

器鉛直移動手段 と、



前記検 出器鉛直移動手段 を制御する検 出器鉛直移動制御手段 と、

前記放射線検 出手段が出力する検 出データを基 に、画像 を生成する

画像生成手段 と、

連写 された複数枚の画像 をつな ぎ合わせて単一の画像 を生成するつ

な ぎ合わせ手段 とを備 え、

前記検 出面は、鉛直方向、 および前記水平方向のなす平面 に沿 って

配置 されてお り、

前記支柱移動制御手段が前記支柱 を前記水平方向に移動 させるとと

もに前記検 出器鉛直移動手段が前記放射線検 出手段 を鉛直方向に移動

させることによ り、前記検 出面 を鉛直方向に対 して傾斜 した軌跡 に沿

つて移動 させて画像 を連写することを特徴 とする放射線撮影装置。
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国際調査報告 国際出願番号 P C T / J P 2 0 1 1 / 0 0 3 8 5 6

請求項 6 について
請求項 6 には、 「前記支柱移動制御手段」が支柱 を水平方 向に移動 させ る、 と記載 されてい

るが、請求項 6 の該記載以前の部分には、支柱移動制御手段 に関す る記載がないため、 「前記
支柱移動制御手段」 とは、 どのよ うなものであるの か 不明確 である。 また、 「支柱移動制御手
段」 と 「検 出器水平移動制御手段」 とが どのよ うに関係 してい る の か不明確 である。

なお、請求項 6 には、検 出器水平移動制御手段が放射線検 出手段 を水平方 向に移動 させ るこ

とが記載 されてい る。
よって、こ の 国際調査 は、検 出器水平移動制御手段が放射線検 出手段 を水平方 向に移動 させ

ると解 して行 った。

式 P C T I S A 2 1 0 (特別ページ） （2 0 0 9 年 7 月）
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